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平成２６年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

事 業 名 ウトロ地区住環境改善事業費

予 算 額 ２，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 概 要

劣悪な住環境にある宇治市ウトロ地区について、国・
府・宇治市の三者連携により、住環境の改善を図る。

事 業 内 容

目 的 ２ 事業内容
対 象

方法等 ウトロ地区住環境改善検討協議会（国、府、宇治市）
の連携のもと、宇治市が行う基本計画策定に対し助成を
行う。

基本計画

・公共施設の配置
・住宅の建設戸数
・居住者の移転計画 等

（参考）㉕基本構想策定

・地区整備方針、事業手法、事業主体

・土地利用方策、住宅等公共施設の整備の方針

担当課・担当名 総務調整課 企画調整担当 課･担当 電話番号 075-414-4033

総務－１



平成２６年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

事 業 名 京都地方税機構分担金

予 算 額 １，２６２，１００千円 新規・継続の別 継続

府及び市町村（京都市除く）で設立した京都地方

税機構の運営に係る分担金

徴収及び法人関係税課税業務の共同実施

事 業 内 容

▲

分担金の主な内訳

目 的 ・議会及び各種委員会に要する経費

対 象 ・派遣職員に要する人件費

方法等 ・徴収及び課税の共同化業務に要するシステム

及び事務経費

担当課・担当名 税務課 調整担当 課・担当 電話番号 075-414-4427

総務－２



平成２６年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

府 民 生 活 部

商工観光労働部

事 業 名 市町村未来づくり交付金

予 算 額 ２，２００，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 目 的

地方分権にふさわしい市町村の主体的、自立的な未来づくりを推進

していくため、市町村が取り組む事業を支援

２ 交 付 先

市町村、一部事務組合、広域連合等

事 業 内 容

３ 支援内容

目 的 （単位：億円）

対 象 概 要 支 援 枠

方法等 みらい戦略一括 ・市町村の戦略的なプロジェクト １６．０

交付金 を一括支援 （㉕16.0）

・交付金の柔軟な活用により市町

村の創意・工夫ある取組を推進

行 財政 改 革 支援 等 ・行財政改革推進計画に基づく財 ３．０

特別交付金 政健全化、広域連携の取組等を （㉕3.0）

支援

地域力再生交付金 ・地域団体等の地域力再生活動を ３．０

支援 （㉕3.0）

（団体の活動実態に応じて交付率

1/3又は2/3）

「ソーシャル・ ・地域団体等がビジネス的手法を 上記の内

ビジネスプログ 用いて取り組む地域力再生事業 ０．３

ラム」 を支援 （㉕0.3）

自 治 振 興 課 地域支援担当 課・担当 電話番号 075-414-4447

担当課･担当名 府 民 力 推 進 課 地域力再生担当 075-414-4452

商業・経営支援課 ソ ー シ ャ ル ・ ビ ジ ネ ス 支 援 担 当 075-414-4865

総務－３



平成２６年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

事 業 名 まちの課題・チーム型解決事業費

予 算 額 ２，０００千円 新規・継続 継続

１ 目 的

市町村だけでは解決困難な課題に対応し、地方分権にふさわしい住

民起点のまちの未来づくりを推進するため、市町村の課題解決の取組

を支援

事 業 内 容 ２ 支援内容

住民起点で多様な主体が参画する地域プラットフォームを形成。

目 的 「まちの仕事人（府職員）」、「まちの仕掛人（学識経験者等）」、

対 象 府関係課等が、市町村とともにチームを構成し、課題解決の検討、解

方 法 等 決策づくり等を支援

【府の役割】

・ 地域プラットフォームの設置に向けた住民・市町村等への総合

調整

・ 地域プラットフォーム、事務局等実施主体への参画

・ 課題解決に向けた事業に係る費用をみらい戦略一括交付金等で

支援 等

担当課･担当名 自 治 振 興 課 地域支援担当 課・担当 電話番号 075-414-4447

総務－４



平成２６年度当初予算案主要事項説明

総 務 部

事 業 名 旧本館修復整備費

予 算 額 １０９，７００千円 新規・継続の別 継続

１ 目 的

国 の 重 要 文 化 財 に 指 定 さ れ て い る 府 庁 旧 本 館 が 「 府 民

に開かれた府庁のシンボル」として、より広く府民に愛

され、利用されるよう修復整備を進める。
事 業 内 容

目 的 ２ 内 容
対 象

方法等 平成 26年に旧本館竣工 110周年を迎えるに当たり、旧議

場の修復整備等を行う経費。

【主な整備内容】

・旧議場 壁面漆喰塗り、議場床・家具等再現

【旧本館の概要】

構造・規模 煉瓦造一部石造２階建て（一部地下室付）

建築面積 2,822.43㎡ 延床面積 6,099.35㎡

竣 工 明治37年 (1904年 )12月 20日

文化財指定 重要文化財指定 平成16年 12月 10日

担当課・担当名 府有資産活用課 施設管理担当 課･担当 電話番号 075-414-5446

総務－５




